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別紙１ 
 
保育所における室内化学物質対策実施基準 
 
 保育所における安全で快適な保育環境および乳幼児の健康確保のため、設置

者は以下のとおり室内化学物質対策を実施する。 
 
実施内容 
 

設置者は、事業を実施する施設の室内化学物質濃度の測定を第三

者の専門機関に依頼し、室内の安全性を確認する（室内に什器等を

設置した状態で測定することが望ましい。) 。なお、事業開始後で

あっても、室内環境に影響を及ぼす改修工事、什器の入替え等を行

なった場合も、同様の取扱いとする。 
測定対象化

学物質 
ホルムアルデヒド・アセトアルデヒド・トルエン・キシレン・ 

スチレン・エチルベンゼンの６種 
検査機関 厚生労働省標準測定法により検査できる機関 
測定方法 厚生労働省の測定方法のうち標準測定法によること。 
測定位置 日常の使用状況を想定し、３歳児は床上 60ｃｍ、乳児は床上 30

ｃｍなど、児童の呼吸する高さに合わせて空気を採取すること。 
測定の際は換気装置を停止させること。ただし、常時（24 時間）

稼動させる換気装置についてはこの限りでない。 
窓際、出入り口、送風口付近は避け、可能な限り部屋の中央付近

で測定すること。 
原則として乳幼児の居室ごとに測定すること。ただし、居室間が

常時開放されている施設にあっては、100 ㎡以下の施設については

乳児室において１カ所測定し、100 ㎡を超える施設については乳児

室および保育室において最低２カ所測定することをもって足りる。 
測定結果 厚生労働省が定める化学物質の室内濃度指針値以下であることを

確認すること。 
指針値を超えた場合は、原因を調べ、改善のための対策を講じる

こと。 
測定結果および対策状況については、関係者に説明または公表す

ること。 
改善方法 設置者の責任において改善すること。 

（完了・引渡し時に、工事請負業者の責任で指針値以下とするよ

う、あらかじめ建築工事特記仕様書に記載する等。） 
改善方法については、所管の保健所に相談するなど早急な対応を

行い、再検査を実施すること。 
開設までの

注意 
化学物質の低減のため、竣工予定日から事業開始日まで、２週間

以上の期間を確保すること。 
換気装置を使用するか定期的に窓開け等を行い、十分に外気を取

り入れること。 
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第１号様式（第１１条関係） 

計画承認申請書 
年  月  日  

品 川 区 長 あて 
設置経営主体 

 所在地 
法人名 

代表者（職・氏名）                ○印  

 
 児童福祉法第 35条第 4項に基づく認可を申請するに当たり、計画の承認を申請します。 

 
１ 施設の概要等 
（１）名 称 
（２）所在地 
（３）最寄駅             線     駅       分 
（４）土地・建物の使用の権利  

ア 土地（□自己所有 ・ □借用（貸主            ）・ □建物借用と一体） 
イ 建物（□自己所有 ・ □借用（貸主            ））  

（５）建物構造等        造  階建   階（保育所部分設置階   階） 
（□新築 ・ □既存（竣工   年、□改修有 ・ □改修無）） 

（６）本計画と一体で実施する予定の事業 
□ なし 
□ あり  内容： 
 

２ 法人の実施事業 
（１）保育事業 

□ なし 
□ あり  内容： 
 

（２）保育事業以外の事業 
□ なし 
□ あり  内容： 
 

３ 定員（総定員および年齢別定員） 
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳以上 合計 

       

４ 事業開始予定年月日 
 
 (添付書類) 

品川区保育所設置認可等事務取扱要綱第１１条各号に定める書類 
 

担当者氏名  
連 絡 先  



第２号様式（第１１条、第１２条、第１３条関係） 

 

児童福祉法第３５条第５項の基準に関する誓約書 

 

年  月  日   

 品川区長 あて 

設置経営主体 

所在地 

法人名 

代表者（職・氏名）           ○印  

 

児童福祉法第３５条第４項および児童福祉法施行規則第３７条第２項および第３項に基づき設置認

可の申請を行うに当たり、児童福祉法第３５条第５項の基準に抵触していないことおよび開設後にお

いても同様に抵触せず、適正な運営を行うことを誓約いたします。 

なお、万一抵触した場合には、直ちに本保育所の廃止を申請するとともに、その際、受託児童ほか

保育を提供している児童の保育の継続について、責任を持って対応いたします。 



第３号様式（第１１条関係）

年 月

時 分 ～ 時 分 ( 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （ 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （ 時間 分）

円 円

　□　 　□　

　　人　　 ※うち　　人は非常勤可

　　人　　 ※うち　　人は非常勤可

人

㎡

造 地上 ㎡、延床面積 ㎡

　うち保育所部分 □建物全体 □一部 階部分 ㎡

施設長

保育士

事業
基盤

土
地

　※　借用の場合は使用の権利が確認できる書類（賃貸借契約書等）のほか、「不動産の貸与を受けて保育
所を設置する場合の要件緩和について」（平成１６年５月２４日付雇児発第０５２４００２号・社援発第０
５２４００８号厚生労働省雇用均等・児童家庭・社会・援護局長連名通知）により実施していることを証す
る書面を認可申請時に提出。

　□借用　（貸主：　国　・　都　・　区　・　民間　）

　□自己所有　※所有権を有することがわかる登記事項証明書を認可申請時に提出。

面積

権利関係

施設型給付費（委託費）に係る人数

人

□　施設長要件を満たす施設長を 　　　（ 　　確保した　　・　　確保できる見込み　　　）

年間事業費 収入 支出

財務健全性 債務超過

基
準
職
員

調理員

□　基準を満たすために必要な職員を　 （ 　　確保した　　・　　確保できる見込み　　　）

年齢別

施設型給付費（委託費）に係る加配

嘱託医

人 人

構造

人 人

階建　建築面積

施
設

名　　称

年齢区分 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

　※　借用の場合は賃貸借契約書等のほか、「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和につ
いて」（平成１６年５月２４日付雇児発第０５２４００２号・社援発第０５２４００８号厚生労働省雇用均
等・児童家庭・社会・援護局長連名通知）により実施していることを証する書面を認可申請時に提出。

保育所認可申請概要（計画承認）

事業開始予定年月日 日

設
置
経
営
主
体

法人名 代表者（職・氏名）

所在地

事業概要

所在地

最寄駅

設置形態 　□新規開設　　□民間移譲　　□認証保育所からの移行　　□区事業からの移行　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

線 駅 分徒歩

休園日

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計

人２号認定 人人 人

年齢

定員

保育所定員計 人 人 人 人

開園時間

開園時間（基本）

延長時間

建
物
設
備 権利関係

人 人

人

人

１号認定
（認定こども園の場合） 人

３号認定

　□借用　（貸主：　国　・　都　・　区　・　民間　）

　□自己所有　※所有権を有することがわかる登記事項証明書を認可申請時に提出。

人

損失計上無 （直近の会計期間） 無 （直近三カ年連続）

人 人 人

人人

　□建物借用と一体

延床面積



㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡

） ）

階 m 階 m

階 m 階 m

階 m 階 m

階 m 階 m

　□　その他、省令第32条第8号の基準を満たしている、または満たすよう改修を行う。

　□　有

□ □

□ □

□ □

□ □

[屋外] ㎡

㎡ [屋上] ㎡ □ 避難用設備・防火設備等有

㎡） [代替場所]

㎡

m 分 □

□　直営 □　委託 □　外部搬入

確認済証 用
途
変
更
/
改
修

（２カ所２方向）

便所（児童用）

合　計

避難用　（

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

検査済証 検査済証

特記事項

室内化学物質 ※　設置認可の最終申請にあたって厚生労働省が定める指針値以下であることがわかる検査結果を提出すること

建
築
時

新築の
場合

新耐震基準により建築予定
既存建築物

の場合
　適　　・　今後、耐震工事により要綱第４条第２項第４号イを満たす予定

教育・保育の
目標・理念・運営方針

避難用
設備等

保育室等が２
階以上にある
場合

耐震性能

（※）新築の場合は設置認可に係る最終申請時に保育所
用途であることが確認できるこれらの書類を提出する

提出予定（※）

提出予定（※）

（※）既存建築物について改修や用途変更を行う場合は最終申請
時に保育所用途であることが確認できるこれらの書類を提出する

徒歩

建築確認済証
検査済証

建
物
設
備

保育室等

㎡

保育室・
遊戯室

その他面積 ㎡

計

㎡

基準

提出済

提出済

食事の提供方法

屋外遊戯場

常用　（

確認済証
提出済

避難経路

（基準面積

（距離）

提出予定（※）

提出済

提出予定（※）

保育室等か
らの距離

（3階以上に設け
る場合）

保育室等か
らの距離

（3階以上に設け
る場合）

調理室

現計画

医務室　※事務室等内に

設置する場合は医務コーナー
の面積

トイレ・水飲み場有

乳児室・
ほふく室

計

現計画 ≧

（面積）（名称）



第４号様式（第１２条、第１３条、第１４条関係）

１　基準職員

　（１）　保育士の配置基準および配置状況

人

□利用定員を認可定員と異なる人数に設定している。（該当する場合、□にチェックをし、児童定員欄には利用定員を記載してください。）

人 人 人 人 人 人

　（２）　職員名簿
常勤職員 人…① （常勤の所定労働時間数 時間/月 ）

人…② （非常勤職員の総労働時間 時間/月 ）

現在

常勤

非常勤

の別

施設長 常勤

調理員

嘱託医

（注３）所定労働時間を週当たりで設定している場合の月当たりの労働時間の算出方法

週当たりの労働時間÷7日×30日＝月当たりの労働時間

（注４）短時間勤務保育士は、常勤保育士見合いの数に換算すること。

5歳児
　　　　認定こども園の場合は１号認定
　　　　こどもの定員も含めて記載する。

　　　【保育士数集計】

職員の構成

実配置 　　人　　≧ 認可基準

　　　　　　　　　（①＋②）

　　　●児童定員 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児

　　　●年齢別配置基準 人 人 人

非常勤職員
　　※常勤換算後

      年　　月　　日

職　名

専任
所定労働時間
（月単位）

氏　　名
生年月日
（和暦）

年齢
保育士
資格 経験年数兼任

の別

人

（注１）基準職員とは、施設認可上、配置しなければならない職員で、非常勤職員を含む。

換算方法 ：短時間勤務保育士の所定労働時間数の合計を常勤保育士の所定労働時間数で除し、端数を切り捨てる。
　ただし、ちょうど割り切れる場合は、そのうちの１人分については常勤保育士の総時間数を上回るといえない
　ため、１人とカウントしない。

（注５）経験年数欄は、左欄に教育・保育施設、地域型保育事業、認証保育所、その他区市町村単独事業（ただし居宅訪問型保育事業、
　　　家庭的保育事業およびこれらに類するものを除く。）において常勤有資格者として保育に従事した年数を記載し、そのうち認可
　　　保育所における経験年数を右欄に記載すること。

     　以上勤務等している保育士をいう。

（注２）常勤の保育士とは、期間の定めのない労働契約を結んでいる者（１年以上の労働契約を結んでいる者を含む）で、月120時間



２　基準外職員

　（１）　休けい保育士、保育標準時間対応など

　　　ア　保育士の配置基準および配置状況

実配置 人

　　　イ　職員名簿

常勤職員 人…③ （常勤の所定労働時間数 時間/月 ）

非常勤職員 人…④ （非常勤職員の総労働時間 時間/月 ）

現在

常勤

非常勤

の別

調理員

　（２）　非常勤保育士の加配

実配置 人

常勤

非常勤

の別

（注１）基準外職員とは、認可基準上配置が必要となる職員以外の職員で、常勤職員を含む。

（③＋④）

人　   ≧ 施設型給付費（委託費）に係る加配（基準）

経験年数兼任

の別

　　　【保育士数集計】

　　　※常勤換算後　　

      年　　月　　日

職　名

専任
所定労働時間
（月単位）

氏　　名
生年月日
（和暦）

年齢
保育
士資
格有

非常勤
人     ≧ 施設型給付費（委託費）に係る加配（基準）

（注２）子ども・子育て支援法に基づく区の確認を受けて特定教育・保育施設となる場合、少なくとも施設型　給付費（委託費）
　　　に係る必要職員については必ず記入すること。

兼任

の別

職　名

専任
所定労働時間
（月単位）

氏　　名
生年月日
（和暦）

年齢
保育
士資
格有

経験年数



第５号様式（第１２条、第１３条、第１４条関係） 

 

 

施設長と設置経営主体代表者が兼任する場合の誓約書 
 

 

  （法人名・代表者（職・氏名））による、施設長の兼任は、品川区保育所設置認可等

事務取扱要綱別表第２の２の項第２欄に定める要件を満たしたうえで行うものであり、

当該要件を満たさなくなった場合は、直ちに他の専任の施設長に交代することを誓約

いたします。 
 
 
 

年  月  日   
 

 
 

 品川区長 あて 
 
 
 
           設置経営主体 

所在地 
法人名 

代表者（役職・氏名）              ○印  



第６号様式（第１２条、第１３条、１４条関係）

年 月

□ □ □ □ □ ）

時 分 ～ 時 分 ( 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （ 時間 分）

時 分 ～ 時 分 （ 時間 分）

円 円

　□　 　□　

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ 夜間保育所である → □ 保育士資格を有する

□

　人

□

□ 上記に準ずる者であって、区長が適当と認定した者（国または国の委託を受けた者が実施する保育所長研修を受
講・修了済。)

設置経営主体代表者と兼務している場合は要綱別表第２の２の項第２欄に定める要件を満たしている。

要綱別表第２の１の項第２欄に掲げる次のいずれかの施設長要件に該当

常時実際にその保育所の運営管理の業務に専従し、かつ有給（子ども・子育て支援法第２７条第１項
に基づき施設型給付に係る施設として区長から確認を受けた保育所にあっては、委託費から給与支出
が行われていること。）の者である。

委託

□

人

嘱託医

保育所における食事の提供についてを充足

食事の提供

人　常勤調理員

委託先：

委託先：

外部搬入

非常勤調理員

職
員

債務超過

□

直営□

「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月１８日付児発第８６
号厚生省児童家庭局長通知）を充足

□

事業
基盤

代表者（職・氏名）

（直近３カ年連続）

支出

（直近の会計期間）

人
１号認定

（認定こども園の場合）

民間移譲

収入

3歳 4歳

人

新規開設

人人

２号認定

保育所施設概要

分

定員

休園日

人

所在地

事業概要

事業開始予定年月日 日

設置形態

設
置
経
営
主
体

法人名

施
設

名　　称

人 人 人

保育所または幼保連携型認定こども園において、月１２０時間以上、同一施設で継続して１年以上勤務した
者（幼保連携型認定こども園の場合、２号認定、３号認定の児童に対する保育に従事していた者に限る。）

□

２以上の施設もしくは他の業務と兼務せず、保育所長として職務を行う者である。

所在地

開園時間

開園時間（基本）

線 駅

認証保育所からの移行 区事業からの移行

最寄駅 徒歩

要件

施
設
長

保育士であって、以下の実務経験がある者

児童福祉法第７条第１項に定める児童福祉施設において、以下の職に２年以上従事した者

施設長の職

認証保育所の施設長として、同一施設で継続して１年以上勤務した経験がある者

小規模保育事業または事業所内保育事業の運営責任者（施設長に類する者。）として、同一施設で継続して
１年以上勤務した経験がある者

幼稚園の園長として、同一施設で継続して１年以上勤務した経験がある者

上記に準ずる者であって、区長が適当と認定した者

無

歳年齢氏名

保育所定員計

延長時間

　人 ※　施設型給付費（委託費）に係る必要人数

年齢 0歳

人 人 人

5歳 合計1歳 2歳

人 人 人

社会福祉士もしくは社会福祉主事の資格を有する者または社会福祉事業に２年以上従事した者で、国または国の
委託を受けた者が実施する保育所長研修を受講し、修了した者

□

損失計上

月１２０時間以上施設に勤務する者であって、児童の処遇に直接従事する職員の職

人

人

財務健全性

年間事業費

その他（

無

３号認定

人

人 人



㎡

□

□

□

造 地上 階建　建築面積 ㎡、延床面積 ㎡

　うち保育所部分 □建物全体 □一部 階部分 ㎡

□

□

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡

㎡

） ）

階 m 階 m

階 m 階 m

階 m 階 m

階 m 階 m

　□　

　□　

□ □

□ □

□ □ □ □

□

□ □

[屋外] ㎡

[屋上] ㎡ □ 避難用設備・防火設備等有

[代替場所]

㎡

m 分 □

㎡
4歳

乳児室・
ほふく室

㎡計

2歳

1歳

現計画

3歳 便所（児童用）

常用　（

延床面積

5歳
その他面積

合　計 ㎡

　※　借用の場合は賃貸借契約書等のほか、不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について
　　により実施していることを証する書面を添付すること。

借用　（貸主：　国　・　都　・　区　・　民間　）

調理室

計

　※　借用の場合は使用の権利が確認できる書類（賃貸借契約書等）のほか、不動産の貸与を受けて保育所を設置
    する場合の要件緩和についてにより実施していることを証する書面を添付すること。

自己所有　※所有権を有することがわかる登記事項証明書を添付

（距離）

（名称）

（２カ所２方向）

㎡

㎡）（基準面積

徒歩 トイレ・水飲み場有

適 不適

検査済証

保育室等が２
階以上にある

場合

室内化学物質

建築確認済証
検査済証

現計画 ≧ 基準

保育室・
遊戯室

区に提出済

検査済証

確認済証

避難用
設備等

建
築
時

区に提出済 　月　日までに提出

完了届

区に提出済

区に提出済確認済証
改

修

/

用

途

変

更

　月　日までに提出

有

適 不適

保育室等

（面積）

避難用　（

保育室等か
らの距離

（3階以上に
設ける場
合）

保育室等か
らの距離
（3階以上
に設ける場

合）

 医務室
※事務室等内に設置する
場合は医務コーナーの面積

権利関係

権利関係

構造

建
物
設
備

面積

土
地

その他、省令第32条第8号の基準を満たしている。

借用　（貸主：　国　・　都　・　区　・　民間　）

自己所有　※所有権を有することがわかる登記事項証明書を添付

建物借用と一体

特記事項

教育・保育の
目標・理念・運営方針

屋外遊戯場

0歳

耐震性能

避難経路



第７号様式（第１４条関係）

造 造

階 階

㎡ ㎡ ㎡

□ □

□ ） □ ）

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ）

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ） ㎡

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ）

階 ㎡（ ） 階 ㎡（ ）

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

２　土地 ３　屋外遊戯場 ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

（注１）変更内容欄は内容に変更があった事項について、変更有の欄に✔をすること。

（注２）内訳欄における乳児室・ほふく室および保育室・遊戯室は、部屋ごとに記入すること（図面に対応）。

（注３）医務室を事務室等内に設置する場合は医務スペースとして使用する面積を記入すること。

※　分園の設置に係る内容変更届の添付書類として使用するときは、「変更後」欄を使用すること。

変更後

□自己所有 □自己所有

□借用□借用

（　　　　　） （　　　　　）

貸主： 貸主： （名称） （　　　　）

0歳児

変更有

基準

建物・土地の状況

総面積

5歳児

１　建物

変更前 変更後

基準面積

・ほふく室

※認定こども園の場合は１号認定こどもの定員も含めて記載する。

階建

　児童定員

増減

変更内容(注１)

1歳児

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児

内
訳

変更前
増減変更有

変更内容(注１)

・遊戯室

その他面積

便所
(児童用)

医務室
(注３)

調理室

内訳
(注２)

保育室

1歳児室

4歳児

乳児室

うち保育所使用延床面積

実面積

うち保育所使用部分 うち保育所使用部分

2歳児

0歳児室

3歳児

5歳児

区分

構造

建築面積

延床面積

1歳児室

0歳児室

階建

実面積

うち保育所使用延床面積

所有区分
借用（貸主 借用（貸主

自己所有自己所有

増減

屋    外

変更後変更前
変更有

代替場所

屋　  上

総 面 積

㎡

変更内容(注１)

（　　　　）



 
 

第８号様式（第１７条関係） 

 

児童福祉施設(保育所)再開承認申請書 

 

年  月  日   

 品川区長 あて 

 

申請者 住所(法人または団体にあつては所在地) 

氏名(法人または団体名および代表者の職・氏名) 

施設の名称                

施設の所在地               

 

       年  月  日第    号により休止の承認を受けた施設について、次のとおり再開

したいので、品川区保育所設置認可等事務取扱要綱第１７条の規定に基づき申請します。 

 

 １ 再開の理由 

 

 ２ 再開（予定）日 


